
第12期 資産運用報告 自 2022年1月1日　至 2022年6月30日

東京都港区虎ノ門二丁目10番1号　https://cre-reit.co.jp/証券コード：3487

インフォメーション

I オンライン説明会のご案内 I 

資産運用会社代表取締役社長の伊藤毅が、本投資法人の決算内容、特徴、成長戦略等についてご説明させ

ていただきます。

動画配信を行いますのでぜひご覧ください。

CREロジスティクスファンド投資法人 オンライン説明会

日時 2022年9月30日 （金） 19:00-20:00 

出演者 CREリートアドバイザーズ株式会社 代表取締役社長伊藤毅

参加方法右のQRコードでアクセス後、当該セミナーをクリック

又は、 SBI証券ホームページhttps://www.sbisec.eo.jp/のトップメニュー内

「セミナー」よりアクセスしてください。

：投資口価格の推移
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：投資主の構成 (2022年6月30日現在）
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トップメッセージ ポートフォリオ

：ご挨拶

投資口1口当たりの分配金は

従来予想である3,529円を48円上回る

3,577円となりました。

CREロジスティクスファンド
投資法人執行役員

CREリートアドバイザーズ
株式会社代表取締役社長

伊藤毅

決算サマリー

投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は CREロジスティクスファンド投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

本投資法人は2018年2月7日に東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場し、このたび上場後9

期目の決算期（第12期）を迎えることとなりました。これもひとえに投資主の皆様のご支援の賜物

と、感謝申し上げます。

当期においては、保有する20物件はいずれも100%稼働により着実な運用を行うことができました。

その結果、投資口1口当たりの分配金は従来予想である3,529円を48円上回る過去最高の3,577円とな

りました。また、 2022年7月にロジスクエア狭山日高の準共有持分20%を追加取得し、 8月にロジ

スクエア千歳を売却したことを踏まえ、 1口当たり分配金は2022年12月期6,186円、 2023年6月期

3,626円と予想しています。

さて、今後の物流不動産の賃貸市場については、通信販売・電子商取引の更なる拡大や、荷主企業に

よる「サプライ・チェーンの寸断等の不測の事態に備えた在庫醤の積み増し」が継続する等テナント

の賃貸需要は旺盛で、引き続き堅調に推移するものと考えています。

本投資法人においては、当期から2023年6月期までの間に賃貸借契約5件が期間満了を迎えますが、す

でに既存のテナントと新たな賃貸借契約を締結し、その多くが賃料増額を伴っています。今後も引き

続き恙実な運用に取り組み、投資主の皆様にその成果を還元してまいる所存です。

投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

1口当たり分配金の推移
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特集
•• トップインタピュー

I 3. 資産運用報告の刷新 I

資産取得・譲渡、 ESGへの取り組みについて

2022年7月20日に公表した資産取得・譲渡、 ESGへの取り組みについて

ご説明いたします。

CREリートアドバイザーズ株式会社代表取締役社長

伊藤毅

1. ロジスクエア狭山日高の準共有持分20%の追加取得 I

毎期のご報告として毎年3月と9月にお送りしている本資産運用報告ですが、

次回からは、環境への配慮及びコスト削減の観点から全面的に刷新し、法

令上送付が必須である部分のみお送りすることとし、カラーの企画ページ

についてはウェブページでご覧いただく形といたします。今回の本資産運用

報告については、刷新にあたっての移行期間と位置付け、企画ページの一

部を本冊子としてお送りし、フルバージョンをウェブに掲載しておりますの

で、ぜひご覧ください。

用紙の削減効果

企画24ページ x9,635部 ~231,240ページ

※2021年12月期資産運用報告を基準に計算

ウェブページ 麗

4. TCFD提言に沿った開示と新たな目標設定 I

本投資法人は、 2022年7月にロジスクエア狭山日高の準共有持分20%を

3,612百万円で追加取得し、 2021年1月に取得した準共有持分80%と合

わせ、現在、本物件を100%保有しています。

これまでの物件取得の際には公募増資と借入で調達した資金で購入して

きましたが、今回は、手元資金を活用した物件取得である点が大きな特

徴です。本投資法人は現状1期当たり 642百万円程度の減価償却費が計上

されますが、築浅の物件が多く資本的支出が数千万円と少なく済み手元

資金が蓄積されることから、これを有効活用し取得に至ったものです。

今回の物件取得等により一時的な要因を調整した巡航1口当たり分配金

は3,547円から3,637円と2.5%増加させることができました。

巡航分配金の推移
(Fl) 

4,500 
+2.5% 

3,547 r→'. 3,637 
3,500 

2,500 

1,500 
第5回PO後巡航 資産取得

譲渡後巡航

2022年8月15日の第12期決算公表に合わせて、 TCFD提言に基づく説明資料を公表いたしました。 TCFDとは、

Task Force on Climate-related Financial Disclosures (気候関連財務清報開示タスクフォース）の略であり、 G20

の要請を受け、金融安定理事会 (FSB) により設立された国際イニシアチブです。 TCFD提言では、企業等に対

し、気候変動関連リスク及び機会に対する「ガバナンス」 「戦略」 「リスク管理」 「指標と目標」について開示す

ることが推奨されており、本投資法人ではこれに沿った開示を行いました。

また、従前より環境に関する目標を掲げておりましたが、 TCFD提言への対応を検討する過程で目標の見直しを行

い、新たな目標を設定しています。産業革命前からの世界平均気温上昇を1.5℃に抑えるという国際的な目標に向

け、本投資法人の保有物件においても太陽光発電や省エネの取り組み等を通して、温室効果ガスの削減に取り組ん

でまいります。
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2. ロジスクエア千歳の譲渡 I

本投資法人は2022年8月にロジスクエア千歳を3,200百万円で売却いたしました。本物件は北海道千歳市に所在して

おり、保有物件のなかでも遠隔地にあり今後運用コストが嵩むおそれがあり、また、将来の不確実性を排除するた

め、売却を判断しました。

本物件は2020年7月に1,300百万円で取得しましたが、約2.5倍もの価格で売却に至った背景についてご説明いたし

ます。本物件は当初稼働が安定しておらず、収益を安定化させるため、スポンサーと賃料固定型マスターリース契

約を締結した上で取得いたしました。本投資法人が取得後は適切なリーシング戦略によりエンドユーザの稼働率を

上昇させることができており、買主には賃料固定型マスターリースを解除する前提でエンドユーザの賃貸借条件に

て物件価値を評価していただき、 3,200百万円という価格で交渉を妥結することができました。

本投資法人は成長過程にあり物件取得によりポートフォリオの拡大及び分散を図っていく方針であり、保有物件の

売却について積極的に行う方針はありませんが、現在の物流不動産の売買市場が非常に活況である中、適切なタイ

ミングで売却の判断ができたと考えています。

取得価格の約2.5倍の価格で売却 2020年7月取得後、エンドユーザーの稼働率が上昇
（百万円） （％） 
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I s. 資産運用報酬の改定 I

2022年9月28日に開催予定の投資主総会に規約変更の議案を上程し、 2023年6月期より資産運用報酬体系を変更す

ることを投資主の皆様に諮ります。 2019年に開催した投資主総会では、本投資法人として初めて1口当たり当期純

利益に連動する資産運用報酬体系を導入いたしましたが、今回はさらに1口当たり当期純利益との連動性を高める

ことが狙いです。総資産ベースの運用報酬1を減額し、運用報酬2と運用報酬3を一本化し1口当たり当期純利益との

連動性を高めることにより、投資主の皆様と利益が一層合致する資産運用報酬体系となる見込みです。

運用報酬1

運用報酬2

運用報酬3

取得時報酬

0.0 

変更前

総資産額X0.325%(上限）

税引前当期純利益X4.0%(上限）

1口当たり当期純利益Xl0,000

取得価額Xl.0%(上限） （利害関係者との取引は0.5%(上限））

変更後

減額］総資産額X0.3%

口日 税引前当期純利益Xl口当たり当期純利益X0.0019%

取得価額Xl.0%(利害関係者との取引は0.5%)

2022年6月期実績値での比較
(%) 
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暑』か翡，卜曇枯:•:··…•• 

運用報酬223.0% ··• ... 
・・ .... 

冒・・・・・・・・ふ

変更前 変更後

今後も投資主価値向上を第一に考え、着実に資産運用に取り組んでまいりますので、引き続き変わらぬご支援を賜

りますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。
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ESGへの取り組み

: Environment 

ポートフォリオの95.3%がグリーン適格資産

95.3% 

8割超の物件で太陽光発電を導入

なし
17.3%~ 

グリーン適格資産
95.3% 

太陽光発需

（自家消費）
42.7% 

2021年4月~2022年3月までの保有資産の使用電力量と発電量

．． 自家消費量 売電量

（千kWh)

82.7% 

自家消費導入5物件の

うち、 1物件は2021年

9月に取得であるため、

少なくなっています。

使用

電力量

発電量

17,925 

9,852 

太陽光発電

(FITによる売電）
40.0% 

※本投資法人は屋根を賃貸し、貨借人が太陽光パネルを設宦し発電することによって、
自然エネルギーを創出しています。

太陽光発電の自家消費

施設内で消費する需力の一部を、太陽光発雫した電力で賄う

節水型衛生器具の設置

節水性能の高い衛生器具を設置することで、節水に取り組む

一全使用量の65%の自然エネルギーを生成......... 
自家消費は、送電ロスが発生せず発電した竜気を無駄なく使

用でき、テナントヘ直接自然エネルギーの提供ができること

から、今後取得する物件について積極的に導入を進める方針

人感センサーの設置

施設内に人感センサーを設置し、省エネルギーを推進

土壌汚染対策

CREのグループ会社である株式会社エンバイオ・ホールディングスは、汚

染土壌を掘削せずに地中の汚染物質を分解する「原位置浄化」を積極的に採

用し、工場跡地等を物流施設の開発用地として再生

: Social 

テナントアンケート調査の実施

2021年10-11月にすべてのテナント対象にアンケート調査を

実施。

今後もロジスクエアに入居したいと思いますか？

100% 

能力開発の支援

資格取得費用や祝い金の支給により、資格取得を奨励

資格名 保有・合格者割合※

宅地建物取引士 84.6% 

不動産証券化協会認定マスター 61.5% 

日本証券アナリスト協会検定会員 23.1% 

不動産コンサルティングマスター 15.4% 

※本投資法人の運営に関与する13名 (2022年6月末日現在）を分母として計算

: Governance 

スポンサー•本資産運用会社の役職員による本投資口の保有

スポンサーの代表者が本投資口を保有。加えて、本資産運用会社

の多くの役職員が累積投資制度及び社内規程に基づき本投資口を

保有

CRE 

本資産

運用会社

役職

代表取締役社長

代表取締役社長

常務取締役

他従業員 14名中11名

氏名 保有口数※

亀山忠秀 722にl

伊藤毅 1,162口

岡武志 61口

145にl

※2022年6月末日現在。各保有口数は1口未満を切り捨てて記載しています。

近隣の小学生を対象とした社会科見学を開催

2022年5-6月にロジスクエア大阪交野にて、テナントが近隣の

小学生を対象とした社会科見学を実施。

社長が全従業員と面談（四半期ごと）

本資産運用会社では、四半期ごとに社長が全

従業員と個別面談を実施。目標設定、業務進

捗、キャリアの構築を含め多様な内容を話し

合う場を設定。

離職率は低い水準で推移

2022年7月期 2021年7月期

0.0% (一名） 7.7% (1名）

本資産運用会社の高い独立性

．． 
~-dJ 
2020年7月期

0.0% (ー名）

独立系アセットマネジメント会社として創業した経緯から、全従

業員がプロパー。採用及び人事評価に CREは関与しない

人数※

常勤取締役 2名

従業貝 14名

内、 CREからの出向者

合計 16名

※2022年6月末日現在。
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当期の資産の運用の経過、増資等の状況、分配金等の実績、今後の運用方針及び対処すべき課題、決算後に生じた重要な事実

信用格付業者 格付対象 格付 格付の見通し
株式会社格付投資情報センター

（R&I）
発行体格付 Ａ 安定的
債券格付 Ａ －

株式会社日本格付研究所（JCR） 長期発行体格付 Ａ＋ 安定的

２．当期の資産の運用の経過
（１）本投資法人の主な推移
　ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和
26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社
（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、2016年５月12日に設立され、2018年２月７日に株式会社東京証券
取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場に上場しました（銘柄コード3487）。なお、当期末時点で
本投資法人が保有する資産は20物件、取得価格総額134,686百万円となっています。

（２）運用環境と運用実績
　当期（2022年６月期）におけるわが国経済は、2022年初から新型コロナウイルス感染症の再拡大に伴い多くの地域でまん延防止
等重点措置が講じられたことから消費が低迷し、2022年第１四半期のGDP実質成長率（季節調整済）はマイナスに転じています。ま
た、中国や東南アジアにおける供給制約が生産活動を阻害し、景気は本格的な回復に至らず、今後の先行きも引き続き不透明な状況で
す。J-REIT市場の環境については、ロシアによるウクライナ侵攻に端を発する資源価格の高騰、インフレーションに対処するための主
要国における長期金利の上昇傾向を受け、東証REIT指数はやや不安定な推移を見せています。
　一方、物流事業に係る事業環境として、サプライ・チェーン・マネジメント（注１）の高度化や通信販売・電子商取引といった巣ご
もり消費の急速な拡大とそれらに伴う宅配取扱個数の増加、供給制約への対処として荷主企業における在庫保管量の拡充、3PL（サー
ドパーティロジスティクス）（注２）事業者の利用の拡大等を背景として、物流不動産に対する需要は引き続き強く、今後も増加する
と見込まれます。加えて、こうした市場の拡大に伴い物流不動産の利用者のすそ野が広がっている結果として、大規模な物流不動産だ
けではなく、高いスペックを有しつつ、多様な施設機能や規模を有する物流不動産への需要も高まっており、更には昨今の人手不足の
観点から庫内作業を請け負う人員の確保が困難となっていることから、雇用が容易な立地に存する物流不動産への需要が特に高まって
います。
　半導体の不足や中国における感染拡大に伴う供給制約、資源価格の高騰に伴うインフレーションの発生により、日本経済のみならず
世界経済に減退が生じ、企業業績が悪化することには留意する必要があると思われるものの、通信販売・電子商取引の更なる拡大や、
荷主企業による「サプライ・チェーンの寸断等の不測の事態に備えた在庫量の積み増し」が今後も継続することに伴い、物流不動産の
賃貸市場については引き続き堅調に推移するものと考えています。
　このような状況下、本投資法人は、当期末における保有20物件について、株式会社シーアールイー（以下「ＣＲＥ」といいます。）と
連携し、適切な管理運営のもと着実に運用を行っており、当期末時点のポートフォリオ全体の稼働率は100.0％と良好な稼働状況を維持
しています。
（注１）「サプライ・チェーン・マネジメント」とは、部品メーカー、セットメーカー、流通業、顧客の間の物の流れを鎖（チェーン）のようにみなし、物をよどみな

く供給（サプライ）する効率経営手法をいいます。以下同じです。
（注２）「3PL（サードパーティロジスティクス）」とは、荷主企業に代わって、最も効率的な物流戦略の企画立案や物流システムの構築の提案を行い、かつ、それを

包括的に受託し、実行することをいいます。以下同じです。

（３）資金調達の概要
　本投資法人の当期末時点の有利子負債残高は61,869百万円、当期末時点における総資産のうち有利子負債が占める割合（以下
「LTV」といいます。）は43.9％となりました。
　なお、当期末時点において本投資法人が取得している格付は以下のとおりです。

（注）これらの格付は、本投資法人の投資口に対する格付ではありません。また、本投資法人の投資口について、本投資法人の依頼により、信用格付業者から提
供され若しくは閲覧に供された信用格付、又は信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

（４）業績及び分配の概要
　前述の運用の結果、当期の運用実績として、営業収益は3,871百万円、営業利益は2,119百万円、経常利益は1,828百万円、当期純
利益は1,827百万円となりました。
　また、分配金につきましては、本投資法人の規約に定める分配の方針に基づき、投資法人の税制の特例（租税特別措置法（昭和32
年法律第26号。その後の改正を含みます。）（以下「租税特別措置法」といいます。）第67条の15第１項（以下「投資法人に係る課
税の特例規定」といいます。））の適用により、利益分配金が損金算入されることを企図して、投資口１口当たりの利益分配金が１円
未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、投資口１口当たりの利益分配金は3,236円となりました。これ
に加え、本投資法人は投資法人規約に定める分配の方針に従い、原則として毎期継続的に利益を超えた金銭の分配を行っていくことと
しています。これに基づき、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しとして当期の減価償却費の30.0％にほぼ相当する額であ
る192,562,700円を分配することとし、投資口１口当たりの利益超過分配金は341円となりました（注）。これらの結果、投資口１
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投資法人の運用状況等の推移

期 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

営業期間 自  2020年 1 月 1 日
至  2020年 6 月30日

自  2020年 7 月 1 日
至  2020年12月31日

自  2021年 1 月 1 日
至  2021年 6 月30日

自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

営業収益 (百万円) 2,030 2,603 3,159 3,595 3,871
(うち不動産賃貸事業収益) (百万円) (2,030) (2,603) (3,159) (3,595) (3,871)
営業費用 (百万円) 879 1,080 1,358 1,507 1,752
(うち不動産賃貸事業費用) (百万円) (662) (802) (1,036) (1,137) (1,344)
営業利益 (百万円) 1,151 1,523 1,800 2,088 2,119
経常利益 (百万円) 970 1,299 1,522 1,799 1,828
当期純利益 (百万円) 969 1,298 1,521 1,798 1,827
総資産額 (百万円) 77,736 97,111 117,525 140,743 140,960
(対前期比) (％) (38.9) (24.9) (21.0) (19.8) (0.2)
純資産額 (百万円) 40,048 51,140 62,088 75,334 75,172
(対前期比) (％) (44.4) (27.7) (21.4) (21.3) (△0.2)
出資総額(純額) (注１) (百万円) 39,078 49,841 60,566 73,535 73,344
発行済投資口の総口数 (口) 347,250 423,500 500,150 564,700 564,700
１口当たり純資産額 (円) 115,329 120,757 124,138 133,406 133,118
分配金総額 (百万円) 1,071 1,436 1,699 1,990 2,019
１口当たり分配金額 (円) 3,086 3,392 3,398 3,524 3,577
(うち１口当たり利益分配金) (円) (2,792) (3,067) (3,042) (3,186) (3,236)
(うち１口当たり利益超過分配金) (円) (294) (325) (356) (338) (341)
総資産経常利益率 (注２)

(％)
1.5 1.5 1.4 1.4 1.3

(年換算値) (2.9) (3.0) (2.9) (2.8) (2.6)
自己資本利益率 (注３)

(％)
2.9 2.8 2.7 2.6 2.4

(年換算値) (5.8) (5.7) (5.4) (5.2) (4.9)
自己資本比率 (注４)

(％)
51.5 52.7 52.8 53.5 53.3

(対前期増減) (1.9) (1.1) (0.2) （0.7) (△0.2)
有利子負債額 (百万円) 35,719 43,669 52,669 61,869 61,869
総資産有利子負債比率 (注５) (％) 45.9 45.0 44.8 44.0 43.9
配当性向 (注６) (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
投資物件数 (件) 13 16 19 20 20
総賃貸可能面積 (注７) (㎡) 315,016.04 391,835.20 493,350.68 564,369.63 564,369.63
期末テナント数 (注８) (件) 16 20 23 28 28
期末稼働率 (注９) (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
当期減価償却費 (百万円) 363 459 562 615 642
当期資本的支出額 (百万円) 0 38 18 5 11
賃貸NOI（Net Operating Income） (注10) (百万円) 1,730 2,261 2,685 3,073 3,169

■資産運用の概況
１．投資法人の運用状況等の推移

（注１）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。
（注２）総資産経常利益率＝経常利益／{（期首総資産額＋期末総資産額）÷２}×100
（注３）自己資本利益率＝当期純利益／{（期首純資産額＋期末純資産額）÷２}×100
（注４）自己資本比率＝期末純資産額／期末総資産額×100
（注５）総資産有利子負債比率＝期末有利子負債／期末総資産額×100
（注６）配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）／当期純利益×100
（注７）「総賃貸可能面積」とは、各信託不動産に係る建物の賃貸が可能な面積であり、賃貸借契約書又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられるものを記載して

います。なお、駐車場契約及びその他収入に係る契約に基づく面積は含まれません。
（注８）「期末テナント数」とは各期末現在における有効な賃貸借契約書に基づくテナント数を記載しています。なお、その他収入に係る契約に基づくテナント数は含

まれません。
（注９）「期末稼働率」とは各期末現在における各物件の賃貸面積の合計を賃貸可能面積の合計で除して得られた数値を百分率で記載しています。
（注10）賃貸NOI＝不動産賃貸事業損益（不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用）＋当期減価償却費
（注11）営業収益等に消費税等は含まれていません。
（注12）特に記載のない限りいずれも記載未満の数値については切捨て、比率は小数第２位を四捨五入して記載しています。また、ロジスクエア狭山日高について、本

投資法人は、当期末時点において信託受益権の準共有持分80％を保有しています。特に記載のない限り、当該物件の面積に関する事項（「総賃貸可能面積」を
含みますが、これらに限りません。）については当該物件全体の数値又は当該数値を前提に算出した数値を、その他の事項については、本投資法人が当期末時
点において保有している準共有持分割合（80％）に相当する数値又は当該数値を前提に算出した数値を記載しています。以下、同じです。
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期別
第８期

自  2020年 1 月 1 日
至  2020年 6 月30日

第９期
自  2020年 7 月 1 日
至  2020年12月31日

第10期
自  2021年 1 月 1 日
至  2021年 6 月30日

第11期
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

第12期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

最高 155,000 169,200 188,800 229,200 225,400
最低 84,600 144,100 147,600 188,000 185,800

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の、投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以下のとおり
です。

(単位：円)

期 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

営業期間 自  2020年 1 月 1 日
至  2020年 6 月30日

自  2020年 7 月 1 日
至  2020年12月31日

自  2021年 1 月 1 日
至  2021年 6 月30日

自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

当期未処分利益総額 （千円） 969,606 1,298,917 1,521,688 1,799,230 1,827,480
利益留保額 （千円） 84 43 232 95 111
金銭の分配金総額 （千円） 1,071,613 1,436,512 1,699,509 1,990,002 2,019,931
（１口当たり分配金） （円） (3,086) (3,392) (3,398) (3,524) (3,577)
うち利益分配金総額 （千円） 969,522 1,298,874 1,521,456 1,799,134 1,827,369
（１口当たり利益分配金） （円） (2,792) (3,067) (3,042) (3,186) (3,236)
うち出資払戻総額 （千円） 102,091 137,637 178,053 190,868 192,562
（１口当たり出資払戻額） （円） (294) (325) (356) (338) (341)
出資払戻総額のうち一時差異等調整引
当額からの分配金総額 （千円） － － － － －

（１口当たり出資払戻額のうち１口当
たり一時差異等調整引当額分配金） （円） (－) (－) (－) (－) (－)

出資払戻総額のうち税法上の出資等減
少分配からの分配金総額 （千円） 102,091 137,637 178,053 190,868 192,562
（１口当たり出資払戻額のうち税法上

の出資等減少分配からの分配金） （円） (294) (325) (356) (338) (341)

４．分配金等の実績
　当期の分配金は、投資法人の税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されること
を企図して、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の概ね全額を分配することとしています。

（注）本投資法人の分配方針及び当期の分配に係る概要については前記「２．当期の資産の運用の経過（４）業績及び分配の概要」をご参照ください。

５．今後の運用方針及び対処すべき課題
　本投資法人は、首都圏（注１）を中心とするテナントニーズに応える良質な物流関連施設（注２）への投資を重点的に行います。昨
今、市場構造の変化に伴い物流不動産の利用者のニーズは多様化しており、物流不動産の利用者の個別のニーズに合致した必要十分な
機能を有することでテナントニーズに応える良質な物流関連施設を取得し、保有・運用することが、本投資法人の運用戦略の独自性に
つながるものと、本投資法人は考えています。
　本投資法人は、物流不動産分野において50年以上の事業経験を有するＣＲＥグループ（注３）の総合力（注４）を活かし、テナン
トニーズに応える良質な物流関連施設への投資により、安定的なキャッシュ・フローを創出し、投資主価値の向上を目指します。
（注１）「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県及び山梨県を指します。以下同じです。
（注２）本投資法人が考える「テナントニーズに応える良質な物流関連施設」とは、テナントニーズを満たすために必要である、立地、基本仕様、拡張性及び快適性を

備えた物流関連施設をいいます。以下同じです。
（注３）「ＣＲＥグループ」とは、ＣＲＥ及びそのグループ会社をいいます。ＣＲＥグループは、ＣＲＥ並びにその子会社及び関連会社で構成されます。以下同じです。
（注４）ＣＲＥグループは、管理・運営（土地の有効活用の提案、マスターリース、プロパティマネジメント（以下「PM」ということがあります。）及びリーシン

グ）から開発（取得・企画・コンストラクションマネジメント（開発プロジェクトにおける品質、工期、コスト等の管理をいいます。以下同じです。）・売
却）、保有・運用（運用・外部取得）までの物流不動産に係るトータルサービスの提供を特徴とするＣＲＥグループの独自のノウハウを有しており、これを
「ＣＲＥグループの総合力」ということがあります。

（１）長期安定的な資産運用
　ＣＲＥが、テナントニーズに応える立地、基本仕様、拡張性及び快適性を備え、賃料水準の適切なバランスを図った上で物流関連施
設の開発を行うことにより、長期間の賃貸借契約を締結することができ、安定的なキャッシュ・フローの創出が期待できると本投資法
人は考えています。
　本投資法人は、賃貸借契約期間の長い物件を中心に取得・運用していくことにより中長期的に安定したキャッシュ・フローの確保を
図ります。また、ＣＲＥグループが有するこのような様々な運営・管理ノウハウを活用し、顧客満足度を高めながらコスト削減を推進
し、テナント退去後の空室リスクを低減することで長期安定的な運用を目指します。
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口当たりの分配金は3,577円となりました。
（注）各保有資産に係る建物状況調査報告書に記載の緊急修繕費用と中長期修繕費用を合計した６か月平均額は60百万円です。本投資法人は、現在の経済環境、不動産

市場や賃貸市場の動向等及び本投資法人の財務状態等を考慮した結果、かかる利益を超えた金銭の分配について、本投資法人の保有資産価値及び財務の健全性が
維持される範囲内であると判断し、実施することを決定しています。なお、当期の利益超過分配金は、その支払時に出資総額から控除されることになります。

年月日 摘　要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（純額）（百万円）（注１）

備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

2018年 2 月 6 日 公募増資 161,150 231,150 17,106 24,106 （注２）

2018年 9 月20日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 231,150 △75 24,030 （注３）

2019年 3 月22日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 231,150 △85 23,944 （注４）

2019年 7 月16日 公募増資 28,100 259,250 3,196 27,140 （注５）

2019年 9 月12日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 259,250 △85 27,054 （注６）

2020年 1 月21日 公募増資 88,000 347,250 12,118 39,173 （注７）

2020年 3 月19日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 347,250 △94 39,078 （注８）

2020年 7 月13日 公募増資 72,750 420,000 10,366 49,445 （注９）
2020年 8 月12日 第三者割当増資 3,500 423,500 498 49,943 （注10）

2020年 9 月18日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 423,500 △102 49,841 （注11）

2021年 1 月19日 公募増資 73,000 496,500 10,345 60,186 （注12）
2021年 2 月10日 第三者割当増資 3,650 500,150 517 60,704 （注13）

2021年 3 月19日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 500,150 △137 60,566 （注14）

2021年 9 月14日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 500,150 △178 60,388 （注15）

2021年 9 月15日 公募増資 64,550 564,700 13,147 73,535 （注16）

2022年 3 月22日 利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し） ― 564,700 △190 73,344 （注17）

３．増資等の状況
　最近５年間における発行済投資口の総口数及び出資総額（純額）の増減は、以下のとおりです。

（注１）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。
（注２）１口当たり発行価格110,000円（発行価額106,150円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注３）2018年８月14日開催の本投資法人役員会において、第４期（2018年６月期）に係る金銭の分配として、１口当たり326円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年９月20日よりその支払を開始しました。
（注４）2019年２月18日開催の本投資法人役員会において、第５期（2018年12月期）に係る金銭の分配として、１口当たり372円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年３月22日よりその支払を開始しました。
（注５）１口当たり発行価格117,975円（発行価額113,740円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注６）2019年８月13日開催の本投資法人役員会において、第６期（2019年６月期）に係る金銭の分配として、１口当たり372円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年９月12日よりその支払を開始しました。
（注７）１口当たり発行価格142,837円（発行価額137,709円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注８）2020年２月14日開催の本投資法人役員会において、第７期（2019年12月期）に係る金銭の分配として、１口当たり365円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年３月19日よりその支払を開始しました。
（注９）１口当たり発行価格147,828円（発行価額142,494円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注10）１口当たり発行価額142,494円にて、第三者割当により新投資口を発行しました。
（注11）2020年８月17日開催の本投資法人役員会において、第８期（2020年６月期）に係る金銭の分配として、１口当たり294円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年９月18日よりその支払を開始しました。
（注12）１口当たり発行価格146,835円（発行価額141,714円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注13）１口当たり発行価額141,714円にて、第三者割当により新投資口を発行しました。
（注14）2021年２月16日開催の本投資法人役員会において、第９期（2020年12月期）に係る金銭の分配として、１口当たり325円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年３月19日よりその支払を開始しました。
（注15）2021年８月13日開催の本投資法人役員会において、第10期（2021年６月期）に係る金銭の分配として、１口当たり356円の利益を超える金銭の分配（税法

上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年９月14日よりその支払を開始しました。
（注16）１口当たり発行価格210,994円（発行価額203,673円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注17）2022年２月17日開催の本投資法人役員会において、第11期（2021年12月期）に係る金銭の分配として、１口当たり338円の利益を超える金銭の分配（税

法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年３月22日よりその支払を開始しました。
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出資の状況、投資口に関する事項、役員等に関する事項、資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者

第８期
2020年６月30日

第９期
2020年12月31日

第10期
2021年６月30日

第11期
2021年12月31日

第12期
2022年６月30日

発行可能投資口総口数 （口） 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000
発行済投資口の総口数 （口） 347,250 423,500 500,150 564,700 564,700
出資総額（純額）（注） （百万円） 39,078 49,841 60,566 73,535 73,344
投資主数 （人） 8,381 9,232 10,417 9,405 9,333

■投資法人の概況
１．出資の状況

（注）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。

氏名又は名称 所有投資口数
（口）

発行済投資口の総口数に対する
所有投資口数の割合

（％）（注）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 124,301 22.01
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 123,568 21.88
野村信託銀行株式会社（投信口） 29,985 5.31
株式会社シーアールイー 20,390 3.61
株式会社横浜銀行 10,199 1.81
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 8,884 1.57
JP MORGAN CHASE BANK 385771 8,026 1.42
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 7,801 1.38
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 7,267 1.29
JP MORGAN CHASE BANK 385781 7,219 1.28

合　　計 347,640 61.56

２．投資口に関する事項
　当期末現在における投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

（注）発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は、小数第３位を四捨五入して記載しています。

役職名 役員等の
氏名又は名称 主な兼職等

当該営業期間における
役職毎の報酬の総額
（千円）（注２）

執行役員 伊藤　毅 ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社代表取締役 1,500

監督役員

磯部　健介 シティユーワ法律事務所パートナー 1,500

中村　健一
中村健一公認会計士・税理士事務所所長
株式会社ティムス監査役
株式会社ヒューマネティクス・イノベーティブ・ソリューションズ・ジャパン監査役
株式会社ハンプティーダンプティー監査役

1,500

会計監査人 ＰｗＣあらた
有限責任監査法人 － 9,200

３．役員等に関する事項
（１）当期末現在における本投資法人の役員等は以下のとおりです。

（注１）執行役員伊藤毅は、本投資法人の投資口を自己の名義で1,162口所有しており、監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有してい
ません。また上記記載以外の他の法人の役員である場合がありますが、上記を含めいずれも本投資法人と利害関係はありません。

（注２）執行役員及び監督役員については当期において支給した額、会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額に、英文財務諸表の監査に係る報
酬を加えた額を記載しています。

（２）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質及び監査報酬額等、諸般の事情を総合的
に勘案し、本投資法人の役員会において検討します。

委託区分 氏名又は名称
資産運用会社 ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社
資産保管会社（注）、一般事務受託者（機関運営、会計事務等） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理人） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資法人債に関する事務） 株式会社みずほ銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行

４．資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　当期末現在における本投資法人の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

（注）資産保管会社については、2022年７月１日付で三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から三井住友信託銀行株式会社に変更しました。
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（２）外部成長戦略
　物流不動産専業デベロッパーであるＣＲＥグループとのスポンサーサポート契約により、本投資法人は、ＣＲＥが自社で開発し保有
する物流関連施設の全てについて取得する機会の提供を受け（注）、強力な外部成長を推進することができるものと考えています。
　本投資法人は、スポンサーサポート契約を通じて、ＣＲＥグループの物流不動産に関する運営、リーシング、開発、投資等に関する
豊富な実績と経験により培われたノウハウに基づくパイプラインサポートを最大限活用して、外部成長の実現を目指します。
（注）スポンサーサポート契約に定める適用除外事由に該当する場合を除きます。

（３）財務方針
　本投資法人は、中長期的な収益の維持・向上を目的とし、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針とします。本投資法
人は、長期賃貸借契約を中心に構成されるポートフォリオの特性に合わせ、LTVの水準及びマーケット環境を考慮しながら、希薄化
（新投資口の発行による投資口１口当たりの議決権割合の低下及び投資口１口当たりの純資産額又は分配金の減少）に留意した上で新
投資口発行を機動的に実施し、また主として長期固定金利による借入金を活用することで、長期的安定性に重点を置いた財務運営を遂
行します。
　また、本投資法人のLTVの水準は45％程度とし、原則として50％を上限としますが、資産の取得等に伴い、一時的に50％を超える
ことがあります。
　物流関連施設は、土地建物価格に占める建物価格比率が高いという特性を有し、減価償却費が他のアセットクラスに比較して高めに
計上される傾向にあります。一方、本投資法人のポートフォリオの平均築年数（注）は4.7年と浅く、多額の資本的支出はほとんど発
生しないことが見込まれます。そこで、本投資法人は、修繕や資本的支出への活用の他、借入金の返済、新規物件の取得資金への充当
などの他の選択肢についても検討の上、原則として毎期継続的に利益を超えた金銭を分配する方針です（以下「継続的な利益超過分
配」といいます。）。継続的な利益超過分配の水準は、当面の間、当該営業期間の減価償却費の30％に相当する金額を目途とします
が、一時的に１口当たり分配金の水準が一定程度減少することが見込まれる場合には、１口当たり分配金の金額を平準化することを目
的として、継続的な利益超過分配に加え、一時的な利益を超えた金銭の分配（以下「一時的な利益超過分配」といいます。）を行うこ
とがあります。ただし、継続的な利益超過分配と一時的な利益超過分配の合計額は、当該営業期間の減価償却費の60%に相当する金額
を限度とします。
（注）当期末時点における保有資産20物件の築年数（不動産登記簿上の新築年月から、当期末までの年数をいいます。）を取得価格で加重平均し、小数第２位を四捨五

入して算出しています。

物件番号 不動産等の名称 譲渡日 譲渡価格 所在地 譲渡先

Ｏ-２ ロジスクエア千歳 2022年８月３日 3,200百万円 北海道千歳市 グレープ特定目的会社

不動産等の名称 取得日 取得価格 所在地
ロジスクエア狭山日高

（準共有持分20％）（注） 2022年７月22日 3,612百万円 埼玉県飯能市

６．決算後に生じた重要な事実
　資産の譲渡

　本投資法人は、以下の不動産信託受益権を譲渡しました。なお、譲渡価格は、譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課
等）を含まない金額（信託受益権売買契約書等に記載された売買価格）を記載しています。

（参考情報）
　資産の取得

　本投資法人は、以下の不動産信託受益権を取得しました。なお、取得価格は、取得に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課
等）を含まない金額（信託受益権売買契約書等に記載された売買価格）を記載しています。

（注）本投資法人は、当該信託受益権の準共有持分20％を追加取得し、既に保有している80％と合わせて100％を保有しています。
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本投資法人の資産の構成、主要な保有資産、不動産等組入資産明細、特定取引の契約額等及び時価の状況表

不動産等の名称 所在地（注１） 所有形態
（注２）

帳簿価額
（百万円）
（注３）

期末算定価額
（百万円）
（注４）

ロジスクエア千歳 北海道千歳市泉沢1007番地281 不動産信託受益権 1,293 1,620
ロジスクエア神戸西 兵庫県神戸市西区見津が丘三丁目10番地４ 不動産信託受益権 3,484 3,670
ロジスクエア大阪交野 大阪府交野市星田北四丁目27番１号 不動産信託受益権 22,389 23,700

合　　計 132,047 151,620

不動産等の名称

前期
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

テナント総数
期末時点
（件）

（注１）

稼働率
期末時点
（％）

（注２）

賃貸事業
収入

期間中
（百万円）

対総賃貸
事業収入

比率
（％）

テナント総数
期末時点
（件）

（注１）

稼働率
期末時点
（％）

（注２）

賃貸事業
収入

期間中
（百万円）

対総賃貸
事業収入

比率
（％）

ロジスクエア久喜 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア羽生 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア久喜Ⅱ 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア浦和美園 3 100.0 396 11.0 3 100.0 398 10.3
ロジスクエア新座 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア守谷 2 100.0 198 5.5 2 100.0 199 5.1
ロジスクエア川越 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア春日部 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア草加 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア八潮 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア瑞穂Ａ 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア瑞穂Ｂ 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア上尾 2 100.0 （注３） （注３） 2 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア三芳 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア狭山日高 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア川越Ⅱ 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア鳥栖 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア千歳 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア神戸西 1 100.0 （注３） （注３） 1 100.0 （注３） （注３）
ロジスクエア大阪交野 5 100.0 373 10.4 5 100.0 643 16.6

合　　計 28 100.0 3,595 100.0 28 100.0 3,871 100.0

（注１）「所在地」は、原則として住居表示を記載していますが、住居表示のない物件については建物の登記簿上表示されている所在地を記載しています。
（注２）「不動産信託受益権」とは不動産を主な信託財産とする信託受益権を表しています。
（注３）「帳簿価額」は、当期末現在における減価償却後の帳簿価額を百万円未満の桁数を切捨てて表示しています。
（注４）「期末算定価額」は、当期末を調査の時点として本投資法人の規約及び「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みま

す。）に基づき、不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額による価格を記載しています。
（注５）施行者をさいたま市大門上・下野田特定土地区画整理組合とするさいたま都市計画事業大門上・下野田特定土地区画整理事業の施行地区内にあり、本土地は仮

換地及び保留地です。

　本投資法人の保有する運用資産毎の賃貸事業の概要は以下のとおりです。

（注１）「テナント総数」は、各決算日時点における本投資法人の保有資産のテナント数（当該保有資産につき、マスターリース契約が締結されている場合、パススル
ー型マスターリースの物件についてはエンドテナントの総数を記載し、賃料固定型マスターリースの物件についてはかかるマスターリース会社のみをテナント
としてテナント数を記載しています。また、エンドテナントが第三者を同居させ、又は一部区画を第三者に転貸している場合であっても、かかる第三者の数は
テナント数には含めていません。以下同じです。）の合計を記載しています。

（注２）「稼働率」は、各決算日時点のデータに基づき、「賃貸面積」÷「賃貸可能面積」の式で求めた百分率によります。
（注３）「賃貸事業収入期間中」及び「対総賃貸事業収入比率」については、テナントの承諾が得られていないため、非開示としています。

区　分 デリバティブ取引の種類等
契約額等（千円）（注１） 時価（千円）

（注２）うち１年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 54,189,000 48,109,000 －

合　　計 54,189,000 48,109,000 －

４．特定取引の契約額等及び時価の状況表
　当期末現在における本投資法人の特定取引の契約額等及び時価の状況は以下のとおりです。

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注２）当該取引のうち「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、時価の記載は省略しています。
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本投資法人の資産の構成、主要な保有資産、不動産等組入資産明細、特定取引の契約額等及び時価の状況表

資産の
種　類 用　途 地　域

前期
2021年12月31日

当期
2022年６月30日

保有総額
（百万円）（注１）

対総資産比率
（％）（注２）

保有総額
（百万円）（注１）

対総資産比率
（％）（注２）

信託不動産 物流施設 首都圏 102,693 73.0 102,183 72.5
その他 29,985 21.3 29,864 21.2

小　計 132,678 94.3 132,047 93.7
預金等のその他資産 8,064 5.7 8,912 6.3

資産総額計 140,743 100.0 140,960 100.0

■投資法人の運用資産の状況
１．本投資法人の資産の構成

（注１）「保有総額」は、決算日時点における貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっています。なお、不動産を主な信託財産とす
る信託受益権には信託財産内の預金は含まれていません。

（注２）「対総資産比率」は、資産総額に対する貸借対照表計上額の比率を表しており小数第２位を四捨五入して記載しています。

不動産等の名称
帳簿価額

（百万円）
（注１）

賃貸可能面積
（㎡）（注２）

賃貸面積
（㎡）（注２）

稼働率
（％）（注２）

対総賃貸事業
収入比率

（％）（注３）
主たる用途

ロジスクエア大阪交野 22,389 71,018.95 71,018.95 100.0 16.6 物流施設
ロジスクエア狭山日高 14,025 71,211.10 71,211.10 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア浦和美園 12,623 47,885.92 47,885.92 100.0 10.3 物流施設
ロジスクエア三芳 11,556 37,931.49 37,931.49 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア久喜（注５） 9,031 40,879.78 40,879.78 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア草加 8,131 29,073.87 29,073.87 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア新座 6,700 25,355.82 25,355.82 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア羽生 6,316 34,009.62 34,009.62 100.0 （注４） 物流施設
ロジスクエア守谷 5,901 32,974.44 32,974.44 100.0 5.1 物流施設
ロジスクエア八潮 5,095 18,330.05 18,330.05 100.0 （注４） 物流施設

合　　計 101,772 408,671.04 408,671.04 100.0 76.5 －

２．主要な保有資産
　当期末現在における本投資法人の主要な保有資産（帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

（注１）「帳簿価額」は、当期末現在における減価償却後の帳簿価額を百万円未満の桁数を切捨てて表示しています。
（注２）「賃貸可能面積」、「賃貸面積」及び「稼働率」は、当期末時点のデータに基づき記載しています。なお、「賃貸可能面積」は各信託不動産に係る建物の賃貸

が可能な面積であり、賃貸借契約書又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられるものを記載しています。「賃貸面積」は各信託不動産に係る各賃貸借契約
書に表示された賃貸面積を記載しています。なお、各信託不動産に係る各賃貸借契約書においては、延床面積に含まれない部分が賃貸面積に含まれて表示され
ている場合があるため、賃貸面積が延床面積を上回る場合があります。また、「稼働率」は賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を記載しています。

（注３）「対総賃貸事業収入比率」は全体の不動産賃貸事業収益に対して各物件の不動産賃貸事業収益が占める割合を記載しています。
（注４）テナントより賃料の開示についての承諾が得られていないため、非開示としています。
（注５）ロジスクエア久喜に関連して、信託受益権以外に株式会社久喜菖蒲工業団地管理センターの株式を保有しています。

不動産等の名称 所在地（注１） 所有形態
（注２）

帳簿価額
（百万円）
（注３）

期末算定価額
（百万円）
（注４）

ロジスクエア久喜 埼玉県久喜市河原井町22番地３ 不動産信託受益権 9,031 11,300
ロジスクエア羽生 埼玉県羽生市大字秀安字上郷476番地他 不動産信託受益権 6,316 7,440
ロジスクエア久喜Ⅱ 埼玉県久喜市八甫字前谷1390番地５ 不動産信託受益権 1,982 2,400
ロジスクエア浦和美園 埼玉県さいたま市緑区大字大門字東裏2500番地他（注５） 不動産信託受益権 12,623 15,300
ロジスクエア新座 埼玉県新座市中野一丁目13番20号 不動産信託受益権 6,700 7,890
ロジスクエア守谷 茨城県守谷市松並青葉二丁目８番地２他 不動産信託受益権 5,901 7,700
ロジスクエア川越 埼玉県川越市芳野台二丁目８番地45 不動産信託受益権 1,467 1,730
ロジスクエア春日部 埼玉県春日部市永沼字向通2126番地他 不動産信託受益権 4,811 5,760
ロジスクエア草加 埼玉県草加市青柳一丁目５番35号 不動産信託受益権 8,131 9,370
ロジスクエア八潮 埼玉県八潮市大字南後谷字粒田北116番地２ 不動産信託受益権 5,095 5,790
ロジスクエア瑞穂Ａ 東京都西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎字武蔵野896番地４他 不動産信託受益権 2,824 3,170
ロジスクエア瑞穂Ｂ 東京都西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎字武蔵野896番地３他 不動産信託受益権 3,600 4,010
ロジスクエア上尾 埼玉県上尾市大字地頭方字天神谷449番地12他 不動産信託受益権 4,873 5,420
ロジスクエア三芳 埼玉県入間郡三芳町大字上富字東永久保2291番地１ 不動産信託受益権 11,556 13,400
ロジスクエア狭山日高 埼玉県飯能市大字芦苅場字久保12番地１他 不動産信託受益権 14,025 15,000
ロジスクエア川越Ⅱ 埼玉県川越市大字下小坂字上谷110番地１他 不動産信託受益権 3,240 3,530
ロジスクエア鳥栖 佐賀県鳥栖市曽根崎町字落合975番地１他 不動産信託受益権 2,696 3,420

３．不動産等組入資産明細
　当期末現在における本投資法人の保有する資産の概要は以下のとおりです。
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借入状況、投資法人債、短期投資法人債、新投資口予約権

区分 借入先 借入日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（注２） 返済期限 返済

方法 使途 摘要

長

期

借

入

金

株式会社三井住友銀行

2018年
２月７日

830 －

0.536％
（注３）

2022年
１月31日

期限
一括 （注４） 無担保

無保証

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 650 －
株式会社みずほ銀行 650 －
株式会社日本政策投資銀行 650 －
株式会社りそな銀行 550 －
株式会社西日本シティ銀行 350 －
株式会社三井住友銀行

2018年
２月７日

830 830

0.635％
（注３）

2023年
１月31日

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 650 650
株式会社みずほ銀行 650 650
株式会社日本政策投資銀行 650 650
株式会社りそな銀行 550 550
株式会社西日本シティ銀行 350 350
株式会社三井住友銀行

2018年
２月７日

830 830

0.731％
（注３）

2024年
１月31日

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 650 650
株式会社みずほ銀行 650 650
株式会社日本政策投資銀行 650 650
株式会社りそな銀行 550 550
株式会社西日本シティ銀行 350 350
株式会社三井住友銀行

2018年
７月31日

750 750

0.569％
（注３）

2022年
７月29日

株式会社みずほ銀行 600 600
株式会社日本政策投資銀行 450 450
株式会社りそな銀行 400 400
株式会社西日本シティ銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2019年
７月16日

527 527

0.402%
（注３）

2023年
７月31日

株式会社みずほ銀行 527 527
株式会社日本政策投資銀行 527 527
株式会社りそな銀行 265 265
株式会社西日本シティ銀行 527 527
三井住友信託銀行株式会社 527 527
株式会社三井住友銀行

2019年
７月31日

927 927

0.462%
（注３）

2024年
７月31日

株式会社みずほ銀行 680 680
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 310 310
株式会社日本政策投資銀行 325 325
株式会社りそな銀行 420 420
株式会社西日本シティ銀行 443 443
株式会社三井住友銀行

2020年
２月３日

1,100 1,100

0.570%
（注３）

2025年
１月31日

株式会社みずほ銀行 1,100 1,100
株式会社日本政策投資銀行 850 850
三井住友信託銀行株式会社 800 800
株式会社西日本シティ銀行 700 700
株式会社福岡銀行 650 650
株式会社りそな銀行 400 400
株式会社三井住友銀行

2020年
２月３日

800 800

0.639%
（注３）

2026年
１月30日

株式会社みずほ銀行 700 700
株式会社西日本シティ銀行 500 500
株式会社日本政策投資銀行 450 450
株式会社福岡銀行 350 350
三井住友信託銀行株式会社 300 300
株式会社りそな銀行 300 300

２．借入状況
　当期末現在における借入金の状況は以下のとおりです。
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再生可能エネルギー発電設備等明細表、公共施設等運営権等明細表、その他資産の状況、国及び地域毎の資産保有状況、保有不動産の資本的支出、資本的支出の予定、期中の資本的支出、長期修繕計画のために積立てた金銭、費用・負債の状況、運用等に係る費用明細

５．再生可能エネルギー発電設備等明細表
　該当事項はありません。

６．公共施設等運営権等明細表
　該当事項はありません。

銘　柄 株式数
（株）

取得価格（千円） 評価額（千円）（注）
評価損益（千円） 備　考単　価 金　額 単　価 金　額

株式会社久喜菖蒲工業団地管理センター 10,500 1 10,500 1 10,500 － （注）

７．その他資産の状況
①株式・投資証券

（注）当該非上場株式の評価額につきまして、取得原価を記載しています。

②その他特定資産の明細表
　不動産及び不動産を主な信託財産とする信託受益権等は、上記「３．不動産等組入資産明細」に含めて記載しており、当期末現在、
同欄記載以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定資産の組入れはありません。

８．国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

■保有不動産の資本的支出
１．資本的支出の予定
　保有資産において、現在計画している重要な資本的支出に該当する工事はありません。

２．期中の資本的支出
　保有資産において、当期に行った重要な資本的支出に該当する工事はありません。

３．長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません。

項　目
前期

自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

資産運用報酬 307,071 337,330
資産保管手数料 3,188 3,675
一般事務委託手数料 20,667 20,564
役員報酬 4,500 4,500
その他費用 34,269 41,330

合　　計 369,695 407,399

■費用･負債の状況
１．運用等に係る費用明細

(単位：千円)

（注）資産運用報酬には上記記載金額のほか、個々の投資不動産の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬分が前期に111,850千円あります。
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借入状況、投資法人債、短期投資法人債、新投資口予約権

区分 借入先 借入日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（注２） 返済期限 返済

方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2022年
１月31日

－ 830

0.592% 2028年
7月31日

期限
一括 （注４）

無担保
無保証

株式会社社みずほ銀行 － 650
株式会日本政策投資銀行 － 650
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 － 650
株式会社りそな銀行 － 550
株式会社西日本シティ銀行 － 350

小　　計 57,869 57,869

合　　計 57,869 57,869

（注１）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて記載しています。
（注２）平均利率は、日数及び借入残高による期中の加重平均を記載しており、小数第４位を四捨五入しています。なお、上記借入先に支払われた融資関連手数料は含

んでいません。
（注３）金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った借入金の平均利率については、金利スワップの効果を勘案した利率を記載しています。
（注４）資金使途は、不動産信託受益権等の購入代金、借入金の借換資金等です。
（注５）上記借入金については本投資法人と各個別金融機関の間の「融資合意書」において、全ての金融機関からの借入金相互間において同順位である旨の特約が付さ

れています。

銘　　　柄 発行年月日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円） 利率 償還期限 償還方法 使途 摘要

ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人第1
回無担保投資法人債（特定投資法人債間限定
同順位特約付）（グリーンボンド）

2020年
９月８日 2,000 2,000 0.530% 2025年

９月８日 期限一括 （注） 無担保
無保証

ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人第２
回無担保投資法人債（特定投資法人債間限定
同順位特約付）（グリーンボンド）

2021年
11月26日 2,000 2,000 0.720% 2031年

11月26日 期限一括 （注） 無担保
無保証

合　　　計 4,000 4,000

３．投資法人債

（注）資金使途は既存借入金の返済資金です。

４．短期投資法人債
　該当事項はありません。

５．新投資口予約権
　該当事項はありません。
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借入状況、投資法人債、短期投資法人債、新投資口予約権

区分 借入先 借入日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（注２） 返済期限 返済

方法 使途 摘要

長

期

借

入

金

株式会社三井住友銀行

2020年
７月13日

1,500 1,500

0.608%
（注３）

2026年
７月31日

期限
一括 （注４） 無担保

無保証

株式会社みずほ銀行 1,400 1,400
株式会社日本政策投資銀行 1,200 1,200
三井住友信託銀行株式会社 800 800
株式会社りそな銀行 500 500
株式会社新生銀行 500 500
株式会社百十四銀行 500 500
株式会社西日本シティ銀行 400 400
株式会社福岡銀行 300 300
株式会社三井住友銀行

2020年
７月31日

1,000 1,000
0.649%
（注３）

2027年
１月29日

株式会社みずほ銀行 850 850
株式会社りそな銀行 500 500
株式会社西日本シティ銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2021年
１月19日

900 900

0.471%
（注３）

2025年
７月31日

株式会社みずほ銀行 800 800
株式会社日本政策投資銀行 600 600
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 700 700
三井住友信託銀行株式会社 400 400
株式会社新生銀行 400 400
株式会社あおぞら銀行 400 400
株式会社富山銀行 300 300
株式会社三井住友銀行

2021年
１月19日

900 900

0.587%
（注３）

2027年
７月30日

株式会社みずほ銀行 700 700
株式会社日本政策投資銀行 500 500
三井住友信託銀行株式会社 400 400
株式会社新生銀行 400 400
株式会社あおぞら銀行 600 600
株式会社三井住友銀行

2021年
７月30日

936 936

0.595%
（注３）

2028年
１月31日

株式会社みずほ銀行 785 785
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 785 785
株式会社ゆうちょ銀行 700 700
株式会社りそな銀行 499 499
株式会社西日本シティ銀行 319 319
株式会社日本政策投資銀行 250 250
株式会社三井住友銀行

2021年
９月15日

600 600

0.546%
（注３）

2027年
３月31日

株式会社みずほ銀行 500 500
株式会社静岡銀行 450 450
株式会社日本政策投資銀行 350 350
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 350 350
株式会社福岡銀行 250 250
株式会社百十四銀行 250 250
株式会社山口銀行 250 250
三井住友信託銀行株式会社 200 200
株式会社新生銀行 200 200
株式会社あおぞら銀行 200 200
株式会社富山銀行 200 200
株式会社山梨中央銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2021年
９月15日

650 650

0.576%
（注３）

2027年
９月30日

株式会社みずほ銀行 550 550
株式会社日本政策投資銀行 500 500
株式会社新生銀行 400 400
株式会社あおぞら銀行 400 400
株式会社山口銀行 300 300
三井住友信託銀行株式会社 250 250
株式会社山梨中央銀行 250 250
株式会社百十四銀行 200 200
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資産、負債、元本及び損益の状況、減価償却額の算定方法の変更、不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更、自社設定投資信託受益証券等の状況等、海外不動産保有法人の状況、海外不動産保有法人に係る開示、海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示、その他、お知らせ、その他

■経理の状況
１．資産、負債、元本及び損益の状況
　「Ⅱ 貸借対照表」、「Ⅲ 損益計算書」、「Ⅳ 投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ 注記表」及び「Ⅵ 金銭の分配に係る計算書」をご参
照ください。

２．減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

３．不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

４．自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

■海外不動産保有法人の状況
１．海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

２．海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

■その他
１．お知らせ
（１）投資主総会
　該当事項はありません。

（２）投資法人役員会
　該当事項はありません。

２．その他
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しています。
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不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等、その他の資産の売買状況等、特定資産の価格等の調査、利害関係人等との取引状況、資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等

■期中の売買状況
１．不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
　該当事項はありません。

２．その他の資産の売買状況等
　不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内の銀
行預金です。

３．特定資産の価格等の調査
　該当事項はありません。

区　分
支払手数料等
総額（Ａ）
（千円）

利害関係人等との取引内訳 総額に対する割合
（Ｂ／Ａ）％支払先 支払額（Ｂ）

（千円）
管理委託費 202,203 株式会社シーアールイー 199,838 98.8

４．利害関係人等との取引状況
（１）取引状況
　該当事項はありません。

（２）支払手数料等の金額

（注１）利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規
則第26条第１項第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。

（注２）上記記載の取引以外に、当期中に利害関係人等へ支払った修繕工事等の支払額は下記のとおりです。
株式会社シーアールイー　　　2,267千円（修繕費等）

５．資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社（ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社）は当期末現在において、第一種金融商品取引業、第二種金融商
品取引業、宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する事項はありません。

20



2022/08/26 9:18:07 / 22879828_ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人_資産運用報告

貸借対照表

前期（ご参考）
2021年12月31日

当期
2022年６月30日

負債の部

流動負債

営業未払金 169,205 251,204

１年内返済予定の長期借入金 6,080,000 6,080,000

未払費用 293,297 311,478

未払法人税等 808 888

未払消費税等 ー 273,864

前受金 695,158 695,314

その他 155,232 154,918

流動負債合計 7,393,701 7,767,669

固定負債

投資法人債 4,000,000 4,000,000

長期借入金 51,789,000 51,789,000

信託預り敷金及び保証金 2,212,960 2,218,819

その他 13,214 12,798

固定負債合計 58,015,175 58,020,618

負債合計 65,408,877 65,788,287

純資産の部

投資主資本

出資総額 74,295,196 74,295,196

出資総額控除額 △ 759,739 △ 950,607

出資総額（純額） 73,535,457 73,344,588

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,799,230 1,827,480

剰余金合計 1,799,230 1,827,480

投資主資本合計 75,334,687 75,172,069

純資産合計 ※1 75,334,687 ※1 75,172,069

負債純資産合計 140,743,564 140,960,356

（単位：千円）
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貸借対照表

前期（ご参考）
2021年12月31日

当期
2022年６月30日

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,738,067 4,403,111

信託現金及び信託預金 3,930,134 3,850,307

営業未収入金 145,642 128,511

前払費用 153,526 155,892

未収消費税等 666,276 ー

流動資産合計 7,633,647 8,537,822

固定資産

有形固定資産

信託建物 67,620,215 67,631,265

減価償却累計額 △ 3,352,910 △ 3,971,689

信託建物（純額） 64,267,304 63,659,575

信託構築物 3,163,201 3,163,581

減価償却累計額 △ 129,400 △ 152,671

信託構築物（純額） 3,033,800 3,010,909

信託工具、器具及び備品 3,322 3,322

減価償却累計額 △ 740 △ 1,027

信託工具、器具及び備品（純額） 2,582 2,295

信託土地 65,374,983 65,374,983

有形固定資産合計 132,678,671 132,047,763

無形固定資産

その他 866 2,419

無形固定資産合計 866 2,419

投資その他の資産

投資有価証券 10,500 10,500

長期前払費用 338,437 297,275

繰延税金資産 9 13

差入敷金及び保証金 10,000 10,000

投資その他の資産合計 358,947 317,789

固定資産合計 133,038,485 132,367,972

繰延資産

投資口交付費 45,381 30,696

投資法人債発行費 26,049 23,865

繰延資産合計 71,431 54,562

資産合計 140,743,564 140,960,356

(単位：千円)
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投資主資本等変動計算書

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
(純額)

当期未処分利益
又は当期未処理

損失(△)
剰余金合計

当期首残高 61,148,104 △581,685 60,566,418 1,521,688 1,521,688 62,088,107 62,088,107

当期変動額

新投資口の発行 13,147,092 13,147,092 13,147,092 13,147,092

利益超過分配 △178,053 △178,053 △178,053 △178,053

剰余金の配当 △1,521,456 △1,521,456 △1,521,456 △1,521,456

当期純利益 1,798,997 1,798,997 1,798,997 1,798,997

当期変動額合計 13,147,092 △178,053 12,969,038 277,541 277,541 13,246,579 13,246,579

当期末残高 ※1
74,295,196 △759,739 73,535,457 1,799,230 1,799,230 75,334,687 75,334,687

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
(純額)

当期未処分利益
又は当期未処理

損失(△)
剰余金合計

当期首残高 74,295,196 △759,739 73,535,457 1,799,230 1,799,230 75,334,687 75,334,687

当期変動額

利益超過分配 △ 190,868 △ 190,868 △ 190,868 △ 190,868

剰余金の配当 △ 1,799,134 △ 1,799,134 △ 1,799,134 △ 1,799,134

当期純利益 1,827,384 1,827,384 1,827,384 1,827,384

当期変動額合計 － △ 190,868 △ 190,868 28,250 28,250 △ 162,618 △ 162,618

当期末残高 ※1
74,295,196 △ 950,607 73,344,588 1,827,480 1,827,480 75,172,069 75,172,069

前期（ご参考） （自 2021年７月１日　至 2021年12月31日）
（単位：千円）

当期 （自 2022年１月１日　至 2022年６月30日）
（単位：千円）
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損益計算書

前期（ご参考）
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 3,528,515 ※１ 3,776,798

その他賃貸事業収入 ※１ 67,081 ※１ 95,162

営業収益合計 3,595,597 3,871,961

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 1,137,494 ※１ 1,344,742

資産運用報酬 307,071 337,330

資産保管手数料 3,188 3,675

一般事務委託手数料 20,667 20,564

役員報酬 4,500 4,500

その他営業費用 34,269 41,330

営業費用合計 1,507,190 1,752,142

営業利益 2,088,406 2,119,818

営業外収益

受取利息 23 29

未払分配金戻入 394 665

還付加算金 188 65

固定資産税等還付金 11,139 ー

営業外収益合計 11,745 761

営業外費用

支払利息 159,440 165,579

投資法人債利息 6,657 12,500

融資関連費用 102,340 91,626

投資口交付費償却 13,694 14,685

投資法人債発行費償却 1,641 2,184

その他 16,562 5,731

営業外費用合計 300,335 292,306

経常利益 1,799,816 1,828,273

税引前当期純利益 1,799,816 1,828,273

法人税、住民税及び事業税 811 893

法人税等調整額 7 △ 3

法人税等合計 819 889

当期純利益 1,798,997 1,827,384

前期繰越利益 232 95

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,799,230 1,827,480

（単位：千円）
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）、（会計方針の変更に関する注記）、（貸借対照表に関する注記）

期別
項目

前期（ご参考）
自  2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自  2022年１月１日　至 2022年６月30日

５．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ
については特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　ヘッジ対象：借入金金利

（３）ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理の基本方針を定めた規
程に基づき、投資法人規約に規定するリスクをヘ
ッジする目的でデリバティブ取引を行っていま
す。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしている
ため、有効性の評価は省略しています。

（１）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ
については特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　ヘッジ対象：借入金金利

（３）ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理の基本方針を定めた規
程に基づき、投資法人規約に規定するリスクをヘ
ッジする目的でデリバティブ取引を行っていま
す。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしている
ため、有効性の評価は省略しています。

６．その他計算書類作成のため
の基本となる重要な事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する
会計処理方法

　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権
については、信託財産内の全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち
重要性がある下記の科目については、貸借対照表
において区分掲記しています。
　　①信託現金及び信託預金
　　②信託建物、信託構築物、信託工具、器具及

び備品、信託土地
　　③信託預り敷金及び保証金

（２）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式
によっています。

不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処
理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に
ついては、信託財産内の全ての資産及び負債勘定並び
に信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につい
て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上
しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要
性がある下記の科目については、貸借対照表において
区分掲記しています。
　　①信託現金及び信託預金
　　②信託建物、信託構築物、信託工具、器具及び備

品、信託土地
　　③信託預り敷金及び保証金

前期（ご参考）
自 2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自 2022年１月１日　至 2022年６月30日

（１）収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年

３月31日。以下「収益認識会計基準」といいます。）等を当期の期
首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識することとしました。これによる当期の計算書類への影響
は軽微です。

（２）時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019

年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいます。）等を当期の
期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これに
よる当期の計算書類への影響は軽微です。

―

（会計方針の変更に関する注記）

前期（ご参考）
2021年12月31日

当期
2022年６月30日

法律第67条第４項に定める最低
純資産額

50,000千円
※１．投資信託及び投資法人に関する

　

法律第67条第４項に定める最低
純資産額

50,000千円
※１．投資信託及び投資法人に関する

　

（貸借対照表に関する注記）

27

Ⅴ 注記表

2022/08/26 9:18:07 / 22879828_ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人_資産運用報告

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）、（会計方針の変更に関する注記）、（貸借対照表に関する注記）

期別
項目

前期（ご参考）
自  2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自  2022年１月１日　至 2022年６月30日

１．資産の評価基準及び評価方
法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しています。

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しています。

２．固定資産の減価償却の方法

建物 ２～80年
構築物 10～80年
工具、器具及び備品 ３～10年

（１）有形固定資産（信託財産を含みます。）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下の
とおりです。

（２）無形固定資産
　定額法を採用しています。

（３）長期前払費用
　定額法を採用しています。

建物 ２～80年
構築物 10～80年
工具、器具及び備品 ３～10年

（１）有形固定資産（信託財産を含みます。）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下の
とおりです。

（２）無形固定資産
　定額法を採用しています。

（３）長期前払費用
　定額法を採用しています。

３．繰延資産の処理方法 （１）投資口交付費
　３年間にわたり均等償却を行っています。

（２）投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり均等償却を行ってい
ます。

（１）投資口交付費
　３年間にわたり均等償却を行っています。

（２）投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり均等償却を行っていま
す。

４．収益及び費用の計上基準 （１）収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関
する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足
する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりです。
①不動産等の売却
　不動産等売却収入については、不動産売却に係
る契約に定められた引渡義務を履行することによ
り、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得
した時点で収益計上を行っています。
②水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借
契約及び付随する合意内容に基づき、顧客である
賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益
計上を行っています。水道光熱費収入のうち、本
投資法人が代理人に該当すると判断したものにつ
いては、他の当事者が供給する電気、水道等の料
金として収受する額から当該他の当事者に支払う
額を控除した純額を収益として認識しています。

（２）固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画
税及び償却資産税等については、賦課決定された
税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸事業
費用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託
受益権の取得に伴い、本投資法人が負担した初年
度の固定資産税等相当額については、費用に計上
せず当該不動産等の取得原価に算入しています。
当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額は5,198千円です。

（１）収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関
する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足
する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりです。
①不動産等の売却
　不動産等売却収入については、不動産売却に係
る契約に定められた引渡義務を履行することによ
り、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得
した時点で収益計上を行っています。
②水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借
契約及び付随する合意内容に基づき、顧客である
賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益
計上を行っています。水道光熱費収入のうち、本
投資法人が代理人に該当すると判断したものにつ
いては、他の当事者が供給する電気、水道等の料
金として収受する額から当該他の当事者に支払う
額を控除した純額を収益として認識しています。

（２）固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画
税及び償却資産税等については、賦課決定された
税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸事業
費用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託
受益権の取得に伴い、本投資法人が負担した初年
度の固定資産税等相当額については、費用に計上
せず当該不動産等の取得原価に算入しています。
当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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（損益計算書に関する注記）、（投資主資本等変動計算書に関する注記）、（税効果会計に関する注記）、（リースにより使用する固定資産に関する注記）、（金融商品に関する注記）

貸借対照表計上額 時　価（注１） 差　額
（１）１年内返済予定の長期借入金 6,080,000 6,085,532 5,532
（２）投資法人債 4,000,000 3,998,800 △1,200
（３）長期借入金 51,789,000 51,745,312 △43,687
デリバティブ取引 － － －

（金融商品に関する注記）
前期（自 2021年７月１日　至 2021年12月31日）（ご参考）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、新たな運用資産の取得等に際し、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法人債の発行等による資金調達を行
います。
　余剰資金は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、慎重に運用を行っています。
　また、デリバティブ取引については、借入れその他の資金調達に係る金利変動リスクその他のリスクをヘッジするために利用し、投
機的な取引は行いません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、預入期間を短期に限
定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定しています。
　借入金及び投資法人債については、主に不動産を信託財産とする信託受益権の取得、本投資法人の運営に要する資金等を使途とした
資金調達です。このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引をヘッジ手段として利用
しています。デリバティブ取引は、金利スワップであり、変動金利による資金調達の支払利息を実質固定化することにより、金利変動
リスクをヘッジする取引を行っています。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法
については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記５．ヘッジ会計の方法」をご参照ください。
　テナントから預かった敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による流動性リスクに晒されています
が、本投資法人では資産運用会社が資金繰予定表を作成し手許流動性を管理すること等により流動性リスクを管理しています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を用いた場合、当該価額が異なる場合も
あります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ
リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、「現金及び預金」「信
託現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。
「営業未収入金」「未収消費税等」「差入敷金及び保証金」「営業未払金」「未払費用」「未払法人税等」「信託預り敷金及び保証
金」については重要性が乏しいため注記を省略しています。また、市場価格のない株式等は次表には含めておりません。

（単位：千円）

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
（１）１年内返済予定の長期借入金、（３）長期借入金

金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。ただし、金利スワップの
特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合
に適用される合理的に見積もられる割引率で割り引いて算定する方法によっています。

（２）投資法人債
日本証券業協会による公表参考値によっています。
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（損益計算書に関する注記）、（投資主資本等変動計算書に関する注記）、（税効果会計に関する注記）、（リースにより使用する固定資産に関する注記）、（金融商品に関する注記）

前期（ご参考）
自 2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自 2022年１月１日　至 2022年６月30日

A．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入

賃料収入 3,419,931
共益費収入 108,583
　計 3,528,515

その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 49,233
その他収入 17,848
　計 67,081

不動産賃貸事業収益合計 3,595,597
B．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用
管理委託費 183,020
水道光熱費 55,002
公租公課 260,345
損害保険料 11,424
修繕費 3,925
減価償却費 615,773
その他賃貸事業費用 8,001

不動産賃貸事業費用合計 1,137,494
C．不動産賃貸事業損益（A－B） 2,458,102

※１．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　

A．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入

賃料収入 3,655,031
共益費収入 121,767
　計 3,776,798

その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 74,884
その他収入 20,277
　計 95,162

不動産賃貸事業収益合計 3,871,961
B．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用
管理委託費 202,203
水道光熱費 85,394
公租公課 387,369
損害保険料 11,799
修繕費 7,499
減価償却費 642,337
その他賃貸事業費用 8,138

不動産賃貸事業費用合計 1,344,742
C．不動産賃貸事業損益（A－B） 2,527,218

※１．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　

（損益計算書に関する注記）

前期（ご参考）
自 2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自 2022年１月１日　至 2022年６月30日

発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 564,700口

※１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

　

発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 564,700口

※１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

　

（投資主資本等変動計算書に関する注記）

前期（ご参考）
2021年12月31日

当期
2022年６月30日

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 9
繰延税金資産合計 9

（繰延税金資産の純額） 9

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：千円）

　

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 13
繰延税金資産合計 13

（繰延税金資産の純額） 13

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：千円）

　

法定実効税率 31.46%
（調整）

支払分配金の損金算入額 △31.45%
その他 0.03%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05%

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳

　

法定実効税率 31.46%
（調整）

支払分配金の損金算入額 △31.44%
その他 0.03%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05%

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳

　

（税効果会計に関する注記）

前期（ご参考）
自 2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自 2022年１月１日　至 2022年６月30日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
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（損益計算書に関する注記）、（投資主資本等変動計算書に関する注記）、（税効果会計に関する注記）、（リースにより使用する固定資産に関する注記）、（金融商品に関する注記）

貸借対照表計上額 時　価（注１） 差　額
（１）１年内返済予定の長期借入金 6,080,000 6,086,875 6,875
（２）投資法人債 4,000,000 3,974,800 △ 25,200
（３）長期借入金 51,789,000 51,600,767 △ 188,232
デリバティブ取引 － － －

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主な
ヘッジ対象

契約額等 時　価 当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 54,189,000 48,109,000 ※ －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

投資法人債 － － － 2,000,000 － 2,000,000
長期借入金 6,080,000 6,580,000 8,705,000 7,900,000 13,650,000 14,954,000

合　　計 6,080,000 6,580,000 8,705,000 9,900,000 13,650,000 16,954,000

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年6月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、「現金及び預金」「信託
現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。ま
た、市場価格のない株式等は次表には含めておりません。

（単位：千円）

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
（１）１年内返済予定の長期借入金、（３）長期借入金

金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。ただし、金利スワップの
特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合
に適用される合理的に見積もられる割引率で割り引いて算定する方法によっています。

（２）投資法人債
日本証券業協会による公表参考値によっています。

デリバティブ取引
（１）ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。
（２）ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。
（単位：千円）

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて
記載しています。（上記（１）及び（３）参照）

（注２）投資法人債及び借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）
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（損益計算書に関する注記）、（投資主資本等変動計算書に関する注記）、（税効果会計に関する注記）、（リースにより使用する固定資産に関する注記）、（金融商品に関する注記）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主な
ヘッジ対象

契約額等 時　価 当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 57,869,000 51,789,000 ※ －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

投資法人債 － － － 2,000,000 － 2,000,000
長期借入金 6,080,000 6,580,000 6,785,000 10,100,000 10,500,000 17,824,000

合　　計 6,080,000 6,580,000 6,785,000 12,100,000 10,500,000 19,824,000

デリバティブ取引
（１）ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。
（２）ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。
（単位：千円）

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて
記載しています。（上記（１）及び（３）参照）

（注２）投資法人債及び借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

当期（自 2022年１月１日　至 2022年６月30日）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、新たな運用資産の取得等に際し、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法人債の発行等による資金調達を行
います。
　余剰資金は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、慎重に運用を行っています。
　また、デリバティブ取引については、借入れその他の資金調達に係る金利変動リスクその他のリスクをヘッジするために利用し、投
機的な取引は行いません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、預入期間を短期に限
定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定しています。
　借入金及び投資法人債については、主に不動産を信託財産とする信託受益権の取得、本投資法人の運営に要する資金等を使途とした
資金調達です。このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引をヘッジ手段として利用
しています。デリバティブ取引は、金利スワップであり、変動金利による資金調達の支払利息を実質固定化することにより、金利変動
リスクをヘッジする取引を行っています。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法
については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記５．ヘッジ会計の方法」をご参照ください。
　テナントから預かった敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による流動性リスクに晒されています
が、本投資法人では資産運用会社が資金繰予定表を作成し手許流動性を管理すること等により流動性リスクを管理しています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を用いた場合、当該価額が異なる場合も
あります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ
リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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（関連当事者との取引に関する注記）、（１口当たり情報に関する注記）

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有割合
（％）

取引の内容
取引金額
（千円）
（注２）
（注３）

科　目
期末残高
（千円）
（注２）
（注３）

利害関係人等 株式会社シーアールイー 不動産業 3.61

管理委託費の支払 181,425 営業未払金 36,086

不動産などの賃貸
（注５） 961,747

前受金 207,831

営業未収入金 19,692
不動産信託受益権の
購入 22,370,000 － －

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有割合
（％）

取引の内容
取引金額
（千円）
（注２）
（注３）

科　目
期末残高
（千円）
（注２）
（注３）

利害関係人等 株式会社シーアールイー 不動産業 3.61

管理委託費の支払 199,838 営業未払金 36,460

不動産などの賃貸
（注５） 1,058,546

前受金 191,517

営業未収入金 18,659

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（自 2021年７月１日　至 2021年12月31日）（ご参考）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
（注２）取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。
（注３）千円未満を切捨てて表示しています。
（注４）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
（注５）エンドテナントとの賃貸借契約にかかわらず、マスターリース契約上の月額賃料を一定期間固定金額で受領している場合には、当該期間における賃料を含めて

います。

当期（自 2022年１月１日　至 2022年６月30日）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
（注２）取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。
（注３）千円未満を切捨てて表示しています。
（注４）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
（注５）エンドテナントとの賃貸借契約にかかわらず、マスターリース契約上の月額賃料を一定期間固定金額で受領している場合には、当該期間における賃料を含めて

います。

前期（ご参考）
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

１口当たり純資産額 133,406円
１口当たり当期純利益 3,343円

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による
加重平均投資口数で除することにより算定しています。
なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について
は、潜在投資口がないため記載していません。

１口当たり純資産額 133,118円
１口当たり当期純利益 3,236円

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による
加重平均投資口数で除することにより算定しています。
なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について
は、潜在投資口がないため記載していません。

前期（ご参考）
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

当期純利益 （千円） 1,798,997 1,827,384
普通投資主に帰属しない金額 （千円） － －
普通投資口に係る当期純利益 （千円） 1,798,997 1,827,384
期中平均投資口数 （口） 538,038 564,700

（１口当たり情報に関する注記）

（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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（賃貸等不動産に関する注記）、（収益認識に関する注記）

貸借対照表計上額（注１） 当期末の時価
（注３）当期首残高 当期増減額（注２） 当期末残高

110,767,914 21,910,756 132,678,671 148,560,000

貸借対照表計上額（注１） 当期末の時価
（注３）当期首残高 当期増減額（注２） 当期末残高

132,678,671 △630,907 132,047,763 153,200,000

（賃貸等不動産に関する注記）
前期（自 2021年７月１日　至 2021年12月31日）（ご参考）
　本投資法人では、主として首都圏において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物流施設を保有しています。これら賃貸等不
動産に係る貸借対照表計上額、当期増減額及び当期末の時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期の増減額のうち、主な増加額は１物件（ロジスクエア大阪交野）の取得（22,521,050千円）によるものであり、主な減少額は減価償却費（615,773千

円）によるものです。
（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

当期（自 2022年１月１日　至 2022年６月30日）
　本投資法人では、主として首都圏において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物流施設を保有しています。これら賃貸等不
動産に係る貸借対照表計上額、当期増減額及び当期末の時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期の増減額のうち、主な減少額は減価償却費（642,337千円）によるものです。
（注３）当期末の時価は、譲渡契約締結済みの場合は譲渡価額、その他の不動産等については、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

前期（ご参考）
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

顧客との契約から生じる収益
水道光熱費収入 49,233 74,884

その他の収益（注）
賃料収入 3,419,931 3,655,031
共益費収入 108,583 121,767
その他収入 17,848 20,277

外部顧客への売上高 3,595,597 3,871,961

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

（注）その他の収益は、収益認識会計基準の適用外となる企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等です。
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金銭の分配に係る計算書

前期（ご参考）
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

Ⅰ．当期未処分利益 1,799,230,110 1,827,480,514

Ⅱ．利益超過分配金加算額
　　出資総額控除額 190,868,600 192,562,700

Ⅲ．分配金の額 1,990,002,800 2,019,931,900
　　（投資口１口当たり分配金の額） (3,524) (3,577)

　　うち利益分配金 1,799,134,200 1,827,369,200
　　（うち１口当たり利益分配金） (3,186) (3,236)

　　うち利益超過分配金 190,868,600 192,562,700
　　（うち１口当たり利益超過分配金） (338) (341)

Ⅳ．次期繰越利益 95,910 111,314

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第39条（１）に定める分
配方針に基づき、分配金額は、租税特別措
置法第67条の15に規定されている「配当可
能利益の額」の100分の90に相当する金額
を超えるものとしています。かかる方針に
より、当期未処分利益を超えない額で発行
済投資口の総口数564,700口の整数倍の最
大値となる1,799,134,200円を利益分配金
として分配することとしました。
なお、本投資法人は、本投資法人の規約第
39条（２）に定める金銭の分配の方針に基
づき、毎期継続的に利益を超える金銭の分
配（税法上の出資等減少分配に該当する出
資の払戻し）を行います。かかる方針をふ
まえ、減価償却費の31.0％にほぼ相当する
額である190,868,600円を、利益を超える
金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該
当する出資の払戻し）として分配すること
としました。

本投資法人の規約第39条（１）に定める分
配方針に基づき、分配金額は、租税特別措
置法第67条の15に規定されている「配当可
能利益の額」の100分の90に相当する金額
を超えるものとしています。かかる方針に
より、当期未処分利益を超えない額で発行
済投資口の総口数564,700口の整数倍の最
大値となる1,827,369,200円を利益分配金
として分配することとしました。
なお、本投資法人は、本投資法人の規約第
39条（２）に定める金銭の分配の方針に基
づき、毎期継続的に利益を超える金銭の分
配（税法上の出資等減少分配に該当する出
資の払戻し）を行います。かかる方針をふ
まえ、減価償却費の30.0％にほぼ相当する
額である192,562,700円を、利益を超える
金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該
当する出資の払戻し）として分配すること
としました。

（単位：円）

（注）本投資法人は、安定的な分配の維持又は本投資法人における課税負担の軽減を目的として本投資法人が適切と判断した場合、法令等（投信協会の定める規則等を
含みます。）において定める金額を限度として、本投資法人が決定した金額を、利益を超えた金銭として分配することができます。
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Ⅴ 注記表
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（重要な後発事象に関する注記）

物件番号 不動産等の名称 譲渡日 譲渡価格 所在地 譲渡先

Ｏ-２ ロジスクエア千歳 2022年８月３日 3,200百万円 北海道千歳市 グレープ特定目的会社

（重要な後発事象に関する注記）
前期（自 2021年７月１日　至 2021年12月31日）（ご参考）
　該当事項はありません。

当期（自 2022年１月１日　至 2022年６月30日）
　資産の譲渡

　本投資法人は、以下の不動産信託受益権を譲渡しました。なお、譲渡価格は、譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課
等）を含まない金額（信託受益権売買契約書等に記載された売買価格）を記載しています。
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会計監査人の監査報告書
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Ⅶ 会計監査人の監査報告書
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会計監査人の監査報告書
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独立監査人の監査報告書

CREロジ ステ ィクスファンド投資法人

役員会御中

PwCあらた有限資任監査法人

2022年 8月15日

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士臼口快（史」＼

公認会計士佑協存

監査意見

当監査法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第130条の規定に基づき、 CREロジスティクスファンド投資法人

の2022年 1月 1日から2022年 6月30日までの第12期営業期間の計算書類、すなわち．貸借対照表、損益計算書、投

資主資本等変動計算書及び注記表、資産運用報告及び金銭の分配に係る計算書並びにその附属明細書（資産運用報

告及びその附属明細書については、会計に関する部分に限る C 以下同じ。） （以下「計算書類等」という')につ

いて監査を行ったつなお、資産運用報告及びその附属明細書について監査意見の対象とした会計に関する部分は、

資産運用報告及びその附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の甚準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った，監査の基準に

おける当監査法人の責任は、 「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されているe 当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、投資法人から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している C

その他の記載内容

その他の記載内容ば、資産運用報告及びその附属明細書に含まれる情報のうち、監査意見の対象とした会計に関

する部分以外の情報であな経営者の責任ほ、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監督役員の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職務の執行を監視することにある=

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算苔類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められているc

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項1まない。

計算菖類等に対する経営者及び監督役員の責任

経営者の資任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算酋類毎を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある，

監督役員の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任1ま、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される C

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施するc

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する，監査手続の選択及び適用は監査人の判断によるc さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及ぴ関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付けな継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類

等の注記事項に注意を喚起すること又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、投資法人は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、執行役員に対して、計画した監杏の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の直要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人l:l:、執行役員に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード

を講じている場合はその内容について報告を行う c

利害関係

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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（重要な会計方針に関する注記）（参考情報）、（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）

前期
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引
き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引
き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっています。

（重要な会計方針に関する注記）（参考情報）

前期
自 2021年７月１日　至 2021年12月31日

当期
自 2022年１月１日　至 2022年６月30日

現金及び預金 2,738,067
信託現金及び信託預金 3,930,134
使途制限付預金（注） △ 1,327,776
現金及び現金同等物 5,340,425

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

（単位：千円）
（2021年12月31日現在）

現金及び預金 4,403,111
信託現金及び信託預金 3,850,307
使途制限付預金（注） △ 1,331,291
現金及び現金同等物 6,922,126

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

（単位：千円）
（2022年6月30日現在）

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）

（注）テナントから預かっている敷金及び保証金の返還のために留保されている預金及び信託預金です。
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Ⅷ キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
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キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

前期
自  2021年 7 月 1 日
至  2021年12月31日

当期
自  2022年 1 月 1 日
至  2022年 6 月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 1,799,816 1,828,273
　減価償却費 616,173 642,804
　投資口交付費償却 13,694 14,685
　投資法人債発行費償却 1,641 2,184
　受取利息 △23 △29
　支払利息 166,097 178,079
　営業未収入金の増減額（△は増加） 13,234 17,130
　未収消費税等の増減額（△は増加） 316,317 666,276
　前払費用の増減額（△は増加） △11,670 △2,365
　営業未払金の増減額（△は減少） △1,439 80,574
　未払費用の増減額（△は減少） 33,967 18,090
　未払消費税等の増減額（△は減少） － 273,864
　前受金の増減額（△は減少） 111,022 156
　長期前払費用の増減額（△は増加） △23,789 41,162
　その他 151,144 △1,356
　小計 3,186,189 3,759,531
　利息の受取額 23 29
　利息の支払額 △160,480 △177,988
　法人税等の支払額 △974 △812
　営業活動によるキャッシュ・フロー 3,024,757 3,580,759
投資活動によるキャッシュ・フロー
　信託有形固定資産の取得による支出 △22,526,530 △10,005
　無形固定資産の取得による支出 － △2,020
　信託預り敷金及び保証金の返還による支出 － △407
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 470,704 6,267
　使途制限付預金の預入による支出 △282,422 △3,515
　投資活動によるキャッシュ・フロー △22,338,248 △9,681
財務活動によるキャッシュ・フロー
　長期借入れによる収入 13,774,000 3,680,000
　長期借入金の返済による支出 △6,574,000 △3,680,000
　投資法人債の発行による収入 1,983,730 －
　投資口の発行による収入 13,129,251 －
　分配金の支払額 △1,698,665 △1,989,377
　財務活動によるキャッシュ・フロー 20,614,316 △1,989,377
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,300,825 1,581,700
現金及び現金同等物の期首残高 4,039,600 5,340,425
現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,340,425 ※１ 6,922,126

（単位：千円）

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けて
いません。
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